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【報告】 

令和５年度国家予算に対する提案・要望について（市長室関係分） 



 

６．地域資源を活かしたまちの活性化 

 

 

６-３. 多⽂化共⽣の推進 

»法務省、⽂部科学省 

１）ウクライナ避難民への支援 

 国による中長期的な支援体制の確立

・避難民への支援策について、一時滞在施設や住宅の確保、医療費負担の軽減、就 

労に必要な日本語教育及び就労環境への適応支援など、避難民の実情に即した中 

長期的な支援体制を確立すること 

 地方自治体による避難民支援に対する財政支援の拡充

・避難民が日本で安心・安全に⽣活する上で必要となる住宅の提供、就労・就学支 

援、地域医療へのアクセスの他、こころのケア、コミュニティの形成など、地方 

自治体が実施する⽣活支援に対する財政支援を拡充すること 

２）外国⼈市民に対する日本語教育の充実 

 一定の日本語能⼒を習得できる全国的な仕組みの構築及び地域における

日本語教育の取組みに対する財政支援の拡充

・来日初期の外国⼈を対象とした日本語学習機会の提供など、在住外国⼈が地域で 

自立・共⽣するために必要となる最低限の日本語を習得できる全国共通の持続的 

な仕組みづくりに主体的に取り組むこと 

・在住外国⼈の日本語能⼒向上に向けて、地域においても継続的に日本語学習の機 

会を提供・拡充するため、「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」の補 

助率の嵩上げなど、財政支援を拡充・継続すること 

 

３）外国⼈の受⼊環境整備の促進 

 安定的かつ地域の実情に応じたワンストップ型の相談窓⼝の運営に対す

る財政支援の拡充

・相談窓⼝運営や通訳支援などの安定的運営に向けて「外国⼈受⼊環境整備交付金 

事業」の補助率の嵩上げなど、財政支援を拡充・継続すること 

 

  
1）～ 3）市長室 国際部 国際課長 梅澤 章   078-322-5009 

重点項目 
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【報告】 

令和５年度国家予算に対する提案・要望について（行財政局関係分） 



 

新型コロナウイルス感染症 原油価格・物価高騰対策項目 

 

１. 地方自治体の取組みに対する財政支援の充実 
»内閣府、総務省 

１）地域の実情に応じて取り組む独自の施策に必要な財政支援の実施 

  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のさらなる充実 

・交付金の増額や速やかな交付など、さらなる充実を図ること 
・交付金の算定にあたっては、市単位の陽性者数や病床の占有率に基づき算定する 

など、大都市における財政需要をより適切に反映するとともに、財政力に関わら 
ず必要な額が措置されるよう算定方法を見直すこと 

・コロナ禍における市⺠生活・経済活動への影響を踏まえ、令和５年度以降も継続 
して交付すること 

２）公営企業の経営維持に向けた財政支援 

  経営状況が急激に悪化している公営企業の経営維持に向けた財政支援 

・料金収入の大幅な減少や原油価格の高騰等による経営状況の急激な悪化に対応で 
きるよう、公営企業の経営安定化のための新たな財政支援を行うこと 

・資金不足が生じている公営企業の資金繰りを安定させるため、特別減収対策企業 
債の発行可能期間を延⻑するとともに、財政支援を拡充すること 

 

1）2）行財政局 財務課⻑ 安居 大樹   078-322-5132 

新型コロナウイルス感染症 
原油価格・物価高騰対策項目 



 

 

 

５. 地方分権改革の推進 
»総務省 

１）地方交付税等の改革 

  地方財源不足の解消 

・市債発行額抑制や残高削減の取組みの支障となっている臨時財政対策債について 
は、引き続き発行額の縮減・抑制に努めるとともに、その廃止や地方交付税の法 
定率の引上げを含めた抜本的な改革を行うことで、地方財源不足を解消すること 

  地方交付税の適切な配分及び予見可能性の確保 

・地方交付税の算定にあたっては、大都市特有の財政需要を反映させた客観的・合 
理的な基準によって適切に配分するとともに、地方の予算編成に支障が生じない 
よう、具体的な算定方法を早期に明示すること 

 

その他項目 
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